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Ｐ０７０１５ 

Ｐ１３０１０ 

Ｐ１４０２２ 

平成３０年度実施方針 

 

新エネルギー部 

 

１. 件 名：風力発電等技術研究開発 

 

２. 根拠法 

・研究開発項目①「洋上風力発電等技術研究開発」 

「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号イ

及び第３号」 

・研究開発項目②「風力発電高度実用化研究開発」 

「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号イ

及び第３号」 

 

３. 背景及び目的、目標 

  平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発 

 電所事故を受けて、エネルギー政策が見直されており、今後の日本のエネルギー供

給を支えるエネルギー源として、新エネルギーへの期待がさらに高まってい 

る。 

平成２８年１２月１３日に、調達価格等算定委員会により取りまとめられた、「平

成２９年度以降の調達価格等に関する意見」では、「風力発電については、資本費、

運転維持費の高さや、設備利用率の低さにより、他国と比較しても発電コストが高

いことから、導入拡大とともにコスト低減を進めていく必要がある。導入環境整備

や、低コスト化・設備利用率向上に向けた取組の支援（スマートメンテナンス等）

を進めることにより、固定価格買取制度から自立した形での導入を目指していくべ

き」であるとされている。 

本研究開発では、風力発電に係る上記の課題を克服すべく、洋上風力発電に係る

施工技術の開発等による一層の低コスト化に資する先進的な技術開発を行うとと

もに、風車のダウンタイム及び運転維持コストの低減、さらに発電量向上を目指し

た技術開発を行うことにより、風力発電の導入拡大及び産業競争力の強化に資する

ことを目的とする。 

 

・研究開発項目①「洋上風力発電等技術研究開発」 

i）洋上風況観測システム実証研究、ⅲ）洋上風力発電システム実証研究 

最終目標（平成２９年度） 

 実証研究により、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システム、

洋上風力発電システムの技術を確立する。 
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中間目標（平成２６年度） 

１年以上運転・保守を実施し技術課題の検討を行い、洋上風力発電導入に関

するガイドブックのための研究成果をとりまとめる。 

 

中間目標（平成２４年度） 

 詳細な海域調査、環境影響評価調査及び技術課題の検討を完了し、洋上風況

観測システム及び洋上風力発電システムの設置を終了する。 

 

ⅱ）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

 最終目標（平成３４年度） 

  事業終了後（２０２３（平成３５）年以降）、水深５０～１００ｍを対象に、

発電コスト２３円／kWh で実用化可能な浮体式洋上風力発電システム技術、及

び２０３０年に発電コスト２０円／kWh 以下を達成できる浮体式洋上風力発電

システムの技術を確立する。 

 

中間目標（平成２７年度） 

 水深５０ｍ～１００ｍの実海域における低コストの浮体式洋上風力発電シ

ステムのＦＳを完了し、実証研究の実現可能性を示すと共に、事業化時の建設

コストを検証する。 

 

中間目標（平成２９年度） 

 発電コスト２０円／ｋＷｈを実現可能な浮体式洋上風力発電の要素技術の

性能評価及び実海域でのＦＳを行い実証研究の実現可能性を示す。 

 

ⅳ）洋上風況観測技術開発 

最終目標（平成２７年度） 

  実海域で風況実測を行い、洋上風況観測システムの技術を確立する。 

 

中間目標（平成２６年度） 

  洋上風況観測システムの設計と試験機製作を終了する。 

 

ⅴ）超大型風力発電システム技術研究開発 

最終目標（平成２６年度） 

市場ニーズに対応した、革新的な超大型風力発電システムの技術を確立す

る。 

 

中間目標（平成２４年度） 

超大型風力発電システムの技術的課題の検討を終了し、５ＭＷクラス以上 

の風車に必要な要素技術の基本的な機能評価を終了する。 

 

 ⅵ）洋上風力発電低コスト施工技術開発 
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  最終目標(平成３４年度) 

   洋上風力発電システムの低コスト化を目指した施工技術シーズを抽出し、対象

海域での風車・工事費等を１０～２０％程度低減する技術を確立する。 

 

  中間目標（平成３２年度） 

   洋上風力発電システムの低コスト化を目指した、基礎構造、海底地盤調査、国

内インフラに適した施工等の先進的な技術について実海域での実証に着手する。 

 

・研究開発項目②「風力発電高度実用化研究開発」 

ⅰ）１０ＭＷ超級風車の調査研究 

   最終目標（平成２６年度） 

１０ＭＷ以上の超大型風車のシステム等に係る課題を抽出し、実現可能性を 

評価する。 

 

ⅱ）スマートメンテナンス技術研究開発 

   最終目標（平成２９年度） 

既設風車による実証試験を完了し、メンテナンスシステムを確立するとと

もに、設備利用率２３％以上を達成する。更に雷被害による風車のダウンタ

イムを短縮するため、雷検出装置等における所要性能の検討及び評価等に係

る健全性確認技術の開発を行う。更に風車メンテナンス人材の確保に向けた

人材育成プログラムを作成する。 

 

ⅲ）風車部品高度実用化開発 

最終目標（平成２８年度） 

プロトタイプ機におけるフィールド試験を完了し、風車の総合効率を２

０％以上向上する。また、小形風車の標準化においては要素部品の仕様を決

定し、コストを３０％以上削減する。 

 

  ⅳ）風車運用高度化技術研究開発 

   最終目標（平成３２年度） 

     風車のダウンタイム及び運転維持コスト低減に向け、維持管理を的確に行

い、風車稼働率を９７％以上に向上させる技術を確立する。 

 

４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１ 平成２９年度の事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。 
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４.２ 実績推移 

・研究開発項目①「洋上風力発電技術研究開発」 

年 度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績額(百万円)(需

給) 
2,050 2,845 4,053 9,496 6669 

特許出願件数(件) 12 0 0 0 0 

論文発表数(報) 16 21 18 24 12 

フォーラム等(件) 40 10 33 10 5 

 

・研究開発項目②「風力発電高度実用化研究開発」 

年 度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実績額(百万円)(需

給) 
2,000 1,700 677 928 251 

特許出願件数(件) 0 14 27 2 1 

論文発表数(報) 0 6 6 12 21 

フォーラム等(件) 0 4  27 19 29 

 

５．事業内容 

５．１ 平成３０年度事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。 

 

５．２ 平成３０年度事業規模 

需給勘定  ５，９６０百万円（継続・追加） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

６．事業の実施方式 

  研究開発項目毎の別紙に記載する。 

 

７．その他重要事項 

  研究開発項目①ⅱ）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究の（３）要素技

術開発、（４）要素技術実証、ⅵ）洋上風力発電低コスト施工技術開発、研究開発

項目②ⅰ）スマートメンテナンス技術研究開発（雷検出装置等の性能評価技術開発）

及びⅳ）風車運用高度化技術研究開発については、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけ

る知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを実施する。 

 

８．スケジュール 

  研究開発項目毎の別紙に記載する。 
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９．実施方針の改訂履歴 

（１）平成３０年１月、 制定 
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（別紙） 

・研究開発項目①「洋上風力発電等技術研究開発」 

 

１.  実施内容及び進捗（達成）状況 

   プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 伊藤 正治統括調査

員又は田窪 祐子主任研究員を任命して、プロジェクトの進行全体の企画・管理

や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させた。 

また、国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原 孟氏をプロジ

ェクトリーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施した。 

 

１．１ 平成２９年度（委託、共同研究）実施内容 

〔委託事業〕 

i）洋上風況観測システム実証研究 

（１）洋上風況マップの開発 

 平成２８年度に開発した洋上風況シミュレーションモデルの高度化を実

施するとともに、制約条件等を更新した洋上風況マップを作成した。（実

施体制：国立大学法人神戸大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、

アジア航測株式会社、株式会社風力エネルギー研究所） 

 

  ⅱ) 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

（１）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

 次世代浮体式洋上風力発電実証研究実海域の環境条件に対応できるシステ

ムや、実証設備の効率的な設置方法等に係る研究開発を行った。 

 また、メンテナンス性の高度化、運転制御の高度化及び運転監視の高度化

に向けて計画の作成、詳細設計及び装置製作を行った。（実施体制：丸紅株

式会社、国立大学法人東京大学、九電みらいエナジー株式会社、日立造船株

式会社、エコ・パワー株式会社、株式会社グローカル） 

 

（２）共通基盤調査 

 風車や支持構造、建設施工の技術課題の整理及び異なる浮体形式に対する

動解析を実施し、性能と安全性を評価した。また、実証研究の状況につい

て、ガイドブックとして作成した。（実施体制：国際航業株式会社、株式会

社風力エネルギー研究所、国立大学法人東京大学） 

 

（３）要素技術開発 

浮体式洋上風力発電システムの概念設計、スケールモデルによる陸上試験、

水槽試験及び実海域試験等を実施し、要素技術の性能や安全性、コスト試算、

事業性を評価した。（実施体制：国立大学法人九州大学、国立研究開発法人海

上・港湾・航空技術研究所、日本アエロダイン株式会社、株式会社富士ピー・

エス、株式会社グローカル） 
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ⅲ）洋上風力発電システム実証研究 

洋上風力の施工技術に関する調査研究を行い、低コストに資する我が国の海

洋・気象条件に手役した施工技術を評価した。（実施体制：株式会社吉田組、

日本海洋掘削株式会社、ジャパンマリンユナイテッド株式会社、日立造船株式

会社、国立大学法人京都大学、東洋建設株式会社、東京電力ホールディングス

株式会社、株式会社大林組、東電設計株式会社、株式会社日立製作所、国立大

学法人東京大学、前田建設工業株式会社、国立大学法人九州大学応用力学研究

所、株式会社グローカル、寄神建設株式会社、電源開発株式会社、国立研究開

発法人海上・港湾・航空技術研究所、新日鉄住金エンジニアリング株式会社、

五洋建設株式会社、ひびきウィンドエナジー株式会社、風力エネルギー研究

所） 

 

２．事業内容 

  プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 伊藤 正治統括調査員

又は田窪 祐子主任研究員を任命して、プロジェクトの進行全体の企画・管理や、

そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

また、国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原孟氏をプロジェク 

トリーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施する。 

 

２．１ 平成３０年度（委託、共同研究）事業内容 

〔委託事業〕 

ⅱ）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

（１）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

次世代浮体式洋上風力発電システムの実証機を実海域に設置し、実証運転

を開始する。 

また、浮体式洋上風力発電システムに関する効率的な維持管理方法につい

て評価する。 

（実施体制：丸紅株式会社、国立大学法人東京大学、九電みらいエナジー株

式会社、日立造船株式会社、エコ・パワー株式会社、株式会社グローカル） 

 

（２）共通基盤調査 

風車や支持構造、建設施工の技術課題を整理し、実証研究の状況について

適宜、情報発信を行う。（実施体制：国際航業株式会社、株式会社風力エネル

ギー研究所） 

 

  （４）要素技術実証 

     浮体式洋上風力発電の更なる低コスト化に資する先進的な要素技術を用い

た浮体式洋上風力発電システムの実証に向けて、必要な海域調査及び浮体式

洋上風力発電システムの設計・製作の一部を実施する。 
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２．２ 平成３０年度（助成）事業内容 

〔助成事業〕 

  ⅵ）洋上風力発電低コスト施工技術開発 

（１）事業方針 

   平成２９年度実施の実現可能性調査の結果を踏まえ、実証を行うための詳

細な海域調査及び設計の一部を行う。 

＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者  

 助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学

等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。

なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設

等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国

外企業等との連携により実施することができる。）とし、この対象事業者から、e-

Rad システムを用いた公募によって研究開発実施者を選定する。 

 

② 助成対象事業 

 以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業と

して定められている研究開発項目の実用化開発であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ラ

イセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を

通じ、我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、

具体的に説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起

業促進への貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 

 

③ 審査項目 

・事業者評価 

  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、

経理等事務管理／処理能力 

・事業化評価（実用化評価） 

  新規性（新規な開発又は事業への取組）、市場創出効果、市場規模、社会的目

標達成への有効性（社会目標達成評価） 

・企業化能力評価 

  実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

・技術評価 

  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有

特許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合

性 

・社会的目標への対応の妥当性 

・海外の研究機関、企業とのパラレル支援等の自国費用自国負担による国際連携 

特にＮＥＤＯの指定する相手国の公的支援機関の支援を受けている、あるい
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は受けようとしている相手国研究機関、企業との連携  

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 

 ５年を限度とする。 

（必要に応じて延長する場合がある。） 

②研究開発テーマの規模・助成率 

ⅰ）助成額 

平成３０年度の予算内の金額で別途定める。 

ⅱ）助成率 

１／２以内。 

ⅲ）２０１８年度（平成３０年度）事業規模及び事業区分 

 需給勘定（当年度） ２００百万円（新規） 

  なお、事業規模については変動があり得る。 

 

３．事業の実施方式 

３．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで予告を行う。本事業は、ｅ

－Ｒａｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

平成３０年２月上旬（研究開発項目①ⅱ） 

平成３０年３月下旬（研究開発項目①ⅵ） 

 

（４）公募期間 

原則３０日間以上とする（ただし、委託予定額が２０百万円を超えない場

合は１４日以上とする）。 

 

（５）公募説明会 

平成３０年２月上旬（研究開発項目①ⅱ） 

平成３０年３月中旬（研究開発項目①ⅳ） 

 

３．２ 採択方法 

（１）審査方法 

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが

設置する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会にお

いて提案書の内容に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められ
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る委託事業者を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて委託事業者を決

定する。 

提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

４５日間とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお、不採択の場

合は、その明確な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公 

表する。 

 

４．その他重要事項 

（１）評価の方法 

研究開発項目①についてＮＥＤＯは、政策的観点、事業の意義、成果、普及

効果等の観点から、事業評価を実施する。 

なお、評価の時期は、研究開発項目①のⅰ）、ⅲ）、ⅳ）ⅴ）については前倒

し事後評価を平成２９年度に実施し、ⅱ）については、平成３０年度に中間評

価、平成３５年度に事後評価を、ⅵ）については、平成３３年度に中間評価を、

平成３５年度に事後評価を実施する。 

なお、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等

に応じて、前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

 （２）運営・管理 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内

外の研究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開

発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基

本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

また、ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術

開発動向、政策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検

討する。なお、調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

（３）複数年度契約の実施 

   原則として平成３０～３４年度の複数年度契約を行う。 

 

（４）標準化施策等との連携 

得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図ることとし、標準
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化に向けて開発する評価手法の提案、データ提供等を積極的に行う。なお、先

端分野での国際標準化活動を重要視する観点から、NEDO は、研究開発成果の国

際標準化を戦略的に推進する仕組みを構築する。 

 

５．スケジュール（予定） 

・洋上風力発電システム実証研究（要素技術実証） 

平成３０年２月上旬・・・・・公募開始 

２月上旬・・・・・公募説明会 

３月上旬・・・・・公募締切 

３月上旬・・・・・契約助成審査委員会 

３月中旬・・・・・採択決定及び通知 

 

・洋上風力発電低コスト施工技術開発 

  平成３０年４月中旬・・・・・公募開始 

４月下旬・・・・・公募説明会 

５月中旬・・・・・公募締切 

６月中旬・・・・・契約助成審査委員会 

６月下旬・・・・・採択決定及び通知 
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平成３０年度事業実施体制図 

研究開発項目①「洋上風力発電等技術研究開発」 

ⅱ）次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究 

 

【実施体制図】 

 

  
ＮＥＤＯ 

 

委託 

 

 

 

 

 

次世代浮体式洋上風力発電実証研究  次世代浮体式洋上風力発電の 

共通基盤調査 

プロジェクトリーダー：石原 孟 

（東京大学大学院工学系研究科教授） 
指示・協議 

・風車本体、支持構造物、建設・施工に

関する技術課題の整理 

丸紅株式会社 

九電みらいエナジー 
株式会社 

エコ・パワー株式会社 

国立大学法人東京大学 

 

日立造船株式会社 

株式会社グローカル 

・研究開発の全体総括 

・社会性約や許認可条件等の調査  

・候補海域の関係機関等の事前調査  

・事業性の評価 

 

・気象海象調査 

・観測システム基本設計 

・船舶安全法適合確認 

・系統連系に関する事前協議 

 

・海底地形・海底土質調査 

・風車、浮体等の基本設計 

・船舶安全法適合確認 

・風車の保守管理技術の開発 

・環境影響評価 

 

・係留に関する基本設計 

プロジェクトマネージャー： 

 新エネルギー部 伊藤 正治 

 

次世代浮体式洋上風力発電の 

要素技術開発 

・研究開発の全体総括 

・発電量向上方法、低コスト化検討 

・経済性評価 

国立研究開発法人 
海上・港湾・航空技術研究所 

国立大学法人九州大学 

 

国際航業株式会社 

・係留系水槽試験 

・弾性模型水槽試験 

日本アエロダイン株式会社 

 ・連成解析モデル定義、荷重計算  

・浮体・タワー設計 

・１点係留設計・製作・試験 

株式会社富士ピー・エス 

・浮体式洋上風力発電システム製造 ・

建設・監視方法検討 

・海洋付着生物対策検討 

・弾性模型製作 

株式会社グローカル 

・経済性評価 

株式会社 

風力エネルギー研究所 

・委員会及びワーキンググループの設置  

・委員会及びワーキングの運営 

・情報発信 
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（別紙） 

・研究開発項目②「風力発電高度実用化研究開発」 

 

１.  実施内容及び進捗（達成）状況 

   プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 田窪 祐子主任研究員

を任命して、プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求めら

れる技術的成果及び政策的効果を最大化させた。 

また、一般社団法人日本風力エネルギー学会 代表委員 勝呂 幸男氏をプロ

ジェクトリーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施した。 

 

１．１ 平成２９年度（委託、共同研究）事業内容 

〔委託事業〕 

  ⅰ）スマートメンテナンス技術研究開発 

既往の故障事故、国内風車運用実態調査、風車疲労寿命予測およびＣＭＳ

に基づくメンテナンス手法の開発結果をまとめ、スマートメンテナンス技術

開発の各種情報調査と分析を行うとともに、風力発電メンテナンスに資する

データベースの基本設計および検討を実施した。さらに風車状態モニタリン

グデータの収集、解析・評価により分析ツールの開発および実証を行い、メ

ンテナンスの高効率化により設備利用率２３％以上を達成した。また、国内

風車メンテナンス人財育成の実態調査およびメンテナンス技術者に必要な技

術項目の検討を行った。さらに、雷被害による風車のダウンタイムを短縮す

るため、雷検出装置の所要性能および実証評価により仕様検討するととも

に、健全性確認技術の開発、落雷による風車故障事故防止に係わる実用化開

発を行った。（実施体制：イー・アンド・イー ソリューションズ株式会社、

国立大学法人 東京大学、一般財団法人日本海事協会、日本精工株式会社、

国立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人中部大学、電源開発株式会

社） 

 

２．事業内容 

   プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 田窪 祐子主任研究員

を任命して、プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求めら

れる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

また、一般社団法人日本風力エネルギー学会 代表委員 勝呂 幸男氏をプロジ 

ェクトリーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施する。実 

施体制については、別紙を参照のこと。 

 

２．１ 平成３０年度（委託）事業内容 

 〔委託事業〕 

ⅳ）風車運用高度化技術研究開発 

風車部品の故障による停止時間の縮小を図るため、国内風車の定期点検記録

や故障等の事象及び、主軸受、増速機、発電機等の振動センサー出力を収集し、
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風車事業者およびメーカー、メンテナンス事業者が活用可能なデータベース

の基本設計、詳細設計を実施する。 

 

３．事業の実施方式 

３．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで予告を行う。本事業は、ｅ

－Ｒａｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

平成３０年３月下旬。 

 

（４）公募期間 

原則３０日間以上とする（ただし、委託予定額が２０百万円を超えない場

合は１４日以上とする）。 

 

（５）公募説明会 

平成３０年４月上旬。 

 

３．２ 採択方法 

（１）審査方法 

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが

設置する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会にお

いて提案書の内容に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められ

る委託事業者を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて委託事業者を決

定する。 

提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

４５日間とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお、不採択の場

合は、その明確な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 
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採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公 

表する。 

 

４．その他重要事項 

（１）評価の方法 

研究開発項目②についてＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の

意義、目標達成度、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、ⅰ）、ⅱ）、ⅲ）につい

て平成３０年度に事後評価を実施、ⅳ）について、平成３３年度に事後評価を実

施する。なお、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状

況等に応じて、前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

（２）運営・管理 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外

の研究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の

進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画

の見直しを弾力的に行うものとする。 

また、ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開

発動向、政策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討す

る。なお、調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

（３）複数年度契約の実施 

  原則として平成３０～３２年度の複数年度契約・交付決定を行う。 

 

（４）標準化施策等との連携 

得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図ることとし、標準化

に向けて開発する評価手法の提案、データ提供等を積極的に行う。なお、先端分

野での国際標準化活動を重要視する観点から、NEDO は、研究開発成果の国際標準

化を戦略的に推進する仕組みを構築する。 

 

５．スケジュール（予定） 

・風車運用高度化技術研究開発 

平成３０年３月下旬・・・・・公募開始 

４月上旬・・・・・公募説明会 

５月中旬・・・・・公募締切 

６月上旬・・・・・契約助成審査委員会 

６月下旬・・・・・採択決定及び通知 

 


